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前回の委員御指摘等を受けた対応
 6月22日の第3回エネルギー構造転換分野WGにおける各委員やオブザーバの主な御指摘や、ア

ンモニア分野の有識者（産総研島田特別顧問、クリーン燃料アンモニア協会村木代表理事）か
らの御意見を踏まえ、先日御提示した研究開発・社会実装計画（案）を修正し、同計画案に
基づく予算規模を追記。

前回WGにおける委員等からの主な御指摘事項（抜粋）

1. NOx抑制の標準化と一体で技術開発し、広く社会実装することが必要。ISOの国際標準化では、
海外での仲間作りが重要。（林委員、西口委員）

2. 混焼・専焼は、導入の時期・場所・規模、CO2削減効果等を踏まえた全体のビジョンを持って目標を
立てるべき。また、石炭火力のリプレースになるのかという点も明確化が必要。（高島委員）

3. アンモニアの輸送・貯蔵、船や発電での使用におけるリスクについて、規制のあり方も含めどのように対
応するのか検討が必要。（馬田委員、関根委員、伊藤オブザーバ）

4. グリーンアンモニア電解合成はTRLが低く、技術的に達成されても十分な量が製造できるかは未知数
であるため、基金で取り組む内容なのかよく検討すべき。（関根委員、末廣オブザーバ）

5. ユーザーとなる電力会社を中心に、需給一体で拡大していく政策の絵姿が必要。（塩野委員）
6. 研究開発費用や研究人材の確保に対する企業側のコミットメントも必要。（馬田委員）
7. 非化石価値を担保する制度等を始めとした、アンモニア利用に対する政策的インセンティブが必要で

はないか。（平野座長、佐々木委員、伊井委員） 1
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 アンモニアは、CO₂を排出せずに天然ガスや再生可能エネルギー等から製造することが可能であ
り、燃焼してもCO₂を排出しないため、温暖化対策の有効な燃料の一つ。

 さらに、アンモニアは、水素キャリアとしても活用でき、（水素に変換せずとも）燃料として直接利
用が可能。水素と比べ、既存インフラを活用することで、安価に製造・利用できることが特長。

日本：利用
天然ガス
石油
石炭

再生可能
エネルギー

海上輸送

電気・熱による
水素製造

アンモニア
H2NH3 

H2

専焼
（アンモニア火力発電）

火力発電への混焼

船舶用燃料

工業炉

燃料電池

液化：常圧－33℃
もしくは8.5気圧
(20℃)

資源豊富な海外：製造

製
造

改質/ガス化

CCUS/
カーボンリサイクル

H2

燃料アンモニアの重要性
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燃料アンモニアの需要の広がり
 アンモニアの燃料としての活用に向けた検討が進んでおり、NOx排出を抑制した石炭火力発電へ
の混焼の基礎技術は確立済み。

 今後、高混焼・専焼化といった利用量の拡大や、船舶や工業炉等の用途拡大も見込まれる中、
需要拡大に対応した新たなサプライチェーンの構築が必要。

発電分野 船舶分野

 既に石炭火力発電のバーナーにアンモニアを20％混焼した際の
安定燃焼とNOx排出量の抑制に成功。

 今年度から実機（100万kW）で20％混焼を実証（４年
間）。その後、高混焼・専焼化を目指す。

 仮に国内の大手電力の全ての石炭火力でアンモニアを20％混
焼した場合、年間約2000万トンのアンモニア需要。

 国際海事機関（IMO）は、2018年にGHG削減戦略
を策定し、国際海運におけるGHG削減目標に合意。

① 2030年までに平均燃費を40%以上改善（2008年
比）

② 2050年までにGHG総排出量を50％以上削減（2008
年比）

③ 今世紀中できるだけ早期にGHG排出ゼロ
 アンモニアを含む脱炭素燃料を活用した次世代船の開発

を検討中。

（出典：国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップ概要説明資料より）
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燃料アンモニア利用によるCO2削減と消費量

 将来的なアンモニア専焼（アンモニア火力発電）へのリプレースによって電力部門の5割のCO2
排出削減。石炭火力での20％混焼によっても、電力部門の1割の削減が可能。

 他方、石炭火力１基（100万kW）で年間50万トンの燃料アンモニアが必要となる。

ケース 20％混焼（※１） 50％混焼（※１） 専焼（※１） （参考）
１基20%混焼

CO２
排出削減量
（※２）

約4,000万トン 約1億トン 約2億トン 約100万トン

アンモニア
需要量 約2,000万トン 約5,000万トン 約1億トン 約50万トン

※１ 国内の大手電力会社が保有する全石炭火力発電で、混焼/専焼を実施したケースで試算。
※２ 日本の二酸化炭素排出量は約12億トン、うち電力部門は約４億トン。

電力部門のCO2排出の約５割電力部門のCO2排出の約１割
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アンモニア発電（2018年時点試算）

（参考）アンモニア混焼設備
29万円/kW

海外水素製造
（天然ガス＋CO₂販売（EOR用途））
11.5円/Nm3（＝201ドル/トン）

アンモニア輸入
（積荷＋海上輸送）

2.3円/ Nm3（＝40ドル/トン）

専焼
23.5円/kWh

（参考）20%混焼
12.9円/kWh

（出典）
• アンモニア製造・輸入コスト：日本エネルギー経済研究所 SIP「CCS・EOR技術を軸とし

たCO2フリーアンモニアの事業性評価」 をもとに資源エネルギー庁試算
• アンモニア混焼設備、発電コスト価格：電源開発SIP「火力発電燃料としてのCO2フリー

アンモニアサプライチェーンの技術検討」
• アンモニア専焼設備、発電コスト：事業者へのヒアリング等をもとに資源エネルギー庁試算

製造

輸送

発電

発電
コスト

海外アンモニア製造
4.3円/Nm3（＝76ドル/トン）

アンモニア専焼設備
46万円/kW ※

水素発電水素発電（2020年時点試算）

（出典）
*    事業者ヒアリングに基づき試算
**  富士経済「2020年版水素利用市場の将来展望」水素

ガスタービン発電
***発電コスト検証WGより試算

水素輸入
（ローリー輸送＋液化＋積荷＋海上輸送）

162円／Nm3*

水素発電機
7万～9万円/kW**

海外水素製造
（天然ガス＋CO₂販売（EOR用途） ）

11.5円/Nm3

専焼
97.3円/kWh***

（参考）10%混焼
20.9円/kWh***

熱量ベース

（参考）燃料アンモニア利用による発電コスト（試算）

※「アンモニア専焼設備」では、既存の石炭火力発電所建設費に加えて、港湾の
受入・貯蔵・払出設備追加費、専焼バーナー及びボイラ改修費を含めて試算
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（参考）大手電力のアンモニア燃料の活用方針
 大手電力各社は2050年に向け、カーボンニュートラルの取組方針を公表している。

 電力会社によってはロードマップを示す等、カーボンニュートラルに向けた具体的な行動指針を表
明。2030～2040年代にかけて、アンモニア混焼・専焼を拡大していく方針が示されている。

＜取り組み事例＞
・JERA：2020年10月13日公表 ・電源開発：2021年2月26日公表

その他以下の事業者が2050年方針を公表
会社 公表日
沖縄電力 2020年12月8日
関西電力 2021年2月26日
中国電力 2021年2月26日

北海道電力 2020年3月19日
中部電力 2021年3月23日
東北電力 2021年3月24日

第32回 電力・ガス基本政策小委員会
（2021年3月26日）資料9 一部修正

四国電力 2021年3月31日
九州電力 2021年4月28日
北陸電力 2021年4月28日



ユーラシア
23%

中南米
23%

中東
16%

東南アジア
12%

アフリカ
10%

欧州
7%

北米
7%

その他
2%

欧州
27%

東アジア
17%

南アジア
13%

北米
12%

アフリカ
10%

中南米
8%

中東
7%

その他
6%

東アジア
32%

ユーラシア
12%北米

11%

南アジア
10%

ヨーロッパ
9%

中東
9%

東南アジア
6%

その他
11%
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 現在、世界の原料用アンモニア生産は年間約２億トン程度。そのうち貿易量は1割（約2000
万トン）に留まり、ほとんどが地産地消されている。

 日本の原料用アンモニア消費量は約108万トン（2019年）。うち、国内生産は約８割、輸入
は約２割（インドネシア・マレーシアより）。

（出典：三菱商事の資料をベースに一部加工）

生産内訳

150

160

170

180

190

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

17

18

19

20

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

輸入内訳 輸出内訳

生産量推移

貿易量推移

約2億トン
（2019年）

約2000万トン
（2019年）

約2000万トン
（2019年）

単位：100万トン

単位：100万トン

（参考）アンモニア市場に関する現状



（参考）燃料アンモニア導入官民協議会の設立と中間取りまとめ
 燃料アンモニアの導入及び活用拡大に対応するために、昨年10月に官民で「燃料アンモニア導入

官民協議会」を設立。2月8日に中間取りまとめを実施。

 趣旨

 構成員

＜中間取りまとめ概要＞
1. 燃料アンモニア導入・拡大に向けた４つの視点（安定確保、コスト低減、環境配慮、海外展開）を提示
2. 2030年には国内で年間300万トン（水素換算で約50万トン）、2050年には国内で年間3000万トン

（水素換算で約500万トン）のアンモニア需要を想定（※石炭火力100万kWで年間50万トン必要）
3. 短期的（～2030 年）には、石炭火力への実装・導入、必要量を安定的に供給できる体制を構築。長期的

（～2050 年）には、アンモニア火力（専焼）の実用化・拡大、アジアのみならず世界全体に技術展開、
2050 年に世界全体で１億トン規模の日本企業によるサプライチェーン構築

4. 民側による具体的な取組：発電事業者は積極的にアンモニア導入を計画・公表、供給事業者は燃料アンモニ
アの低廉かつ安定的で、CO2対策も踏まえた供給体制の整備、導入・利用に向けた技術開発の推進など

5. 取組推進にあたっての環境整備：高度化法や省エネ法などでの対応の検討、JOGMECによる支援の強化につ
いての検討、供給側のCO2排出抑制にかかる制度検討、国際標準化の検討、基金活用の検討など

今後、燃料アンモニアの導入及び活用拡大に対応するためには、サプライチェーンの効率化や強化といった技術
的・経済的な課題への対応が必要となる。こうした課題やその解決に向けたタイムラインを共有し、議論する。

（民）三菱商事、丸紅、JERA、J-POWER、日揮、IHI、三菱重工業、日本郵
船、日本エネルギー経済研究所、クリーン燃料アンモニア協会

（官）資源エネルギー庁資源・燃料部、JOGMEC、JBIC、NEXI
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和３年６月18日）
②水素・燃料アンモニア産業（燃料アンモニア）

 燃焼してもCO２を排出しないアンモニアは、石炭火力での混焼などで有効な脱炭素燃料。混焼技術を早期に確立し、東南アジア等へ
の展開を図るとともに、国際的なサプライチェーンをいち早く構築し、世界におけるアンモニアの供給・利用産業のイニシアティブを取る。



３．導入拡大・
コスト低減フェーズ ４．自立商用フェーズ●導入フェーズ： １．開発フェーズ ２．実証フェーズ

燃料アンモニア導入・拡大のロードマップ（グリーン成長戦略より）

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 ～2030年 ～2040年 ～2050年

利用

供給

石炭火力（実機）への
アンモニア20%混焼の実証

●火力混焼

アンモニア貯蔵タンク等装置の大型化、
海上タンクの整備

リスクマネー供給、金融支援等を通じた
アンモニア製造の整備、供給

商用的拡大

商用的拡大

アンモニア20%
混焼の開始

石炭火力における
アンモニア混焼の拡大

アンモニアの混焼率向上、専焼に向けた必要な基礎技術の開発
（2025年日本国際博覧会での活用も検討）

アンモニアの混焼率向上、
専焼に向けた実証

アジアを中心に
混焼技術を展開

アンモニア供給拡大に向け
た調査・実証

アジアを中心とした他国への
燃料アンモニア供給を開始・展開

●船舶

専焼化開始

バイ・マルチでの協力枠組の構築
（資源国との協調・連携、ブルー・グリーン双方のアンモニアの重要性の国際認識醸成）

導入・拡大実証アンモニアを燃料とする船舶の技術開発
（エンジン・タンク・供給システム）

アンモニア混焼に
向けた設備改修

立地企業のニーズを踏まえた港湾施設等の整備 立地企業のニーズを踏まえた港湾施設等の整備アンモニアの輸入・貯蔵等が可能となるよう
技術基準の見直し等の検討

●港湾

●貯蔵

(2030年）目標コスト：10円台後半/ N㎥-H2
供給量：300万トン/年

エネルギー供給構造高度化法等による社会実装促進

製造効率化、新触媒製造、グリーンアンモニア製造
に向けた技術開発、実証

アンモニア管理手法や燃焼時の機器性能に関する規格の検討、
国際標準化に向けた検討・調整

国際標準化

（2050年）
国内導入量：3000万トン/年

（2030年）目標コスト：10円台後半/ N㎥-H2
国内導入量：300万トン/年
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2050年カーボンニュートラルの実現
カーボンニュートラルの実現に向け、再エネの最大限の導入及び原子力の活用、さらには水素・アンモニア、CCUS

などあらゆる選択肢を追求していく。

令和3年6月2日
成長戦略会議資料(一部改変)

水素

電化

脱炭素
電源

合成燃料
メタネー
ション

民生
1.1億トン

産業
2.8億トン

運輸
2.0億トン

非
電
力

電
力

電力
4.4億トン

電力

民生

産業

運輸

2019年
10.3億トン

2030年
（GHG全体で2013年比▲46%）

※更に50％の高みに向け挑戦を続ける

2050年
排出＋吸収で実質0トン

（▲100%）
※数値はエネルギー起源CO2

炭
素

除
去

植林、
DACCS
など

バイオマス

 再エネの主力電源への取組
 原子力政策の再構築
 安定供給を大前提とした火力

発電比率の引き下げ
 水素・アンモニア発電の活用

 規制的措置と支援的措置の
組み合わせによる徹底した省
エネの推進

 水素社会実現に向けた取組
の抜本強化

 脱炭素化された電力による電
化

 水素、アンモニア、CCUS/
カーボンリサイクルなど新たな
選択肢の追求

 最終的に脱炭素化が困難な
領域は、植林、DACCSや
BECCSなど炭素除去技術で
対応

 再エネの最大限導入
 原子力の活用
 水素、アンモニア、CCUS/

カーボンリサイクルなど新たな
選択肢の追求

12
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水素・アンモニアの発電用途での比較
水素 アンモニア

理由  燃焼速度が比較的近いガス火力発電に水素
を混入。水素の燃焼速度が速いため、その燃
焼を制御する技術が必要。

 上記制御技術を使うことで、ガスタービンの水素
専焼化も可能。

 発電用バーナーの中心にある再循環領域（高温・
低酸素）にアンモニアを一定速度で投入することで、
アンモニアの分解及び還元反応を促進しつつ、アンモ
ニアを燃焼。

 アンモニアは燃焼速度が石炭に近いことから、石炭火
力での利用に適している。

 大型の脱硝設備を石炭火力が有しており、アンモニア
燃焼時の脱硝にも利用可能。

用途
 既存のガスタービン発電設備のタービン部など多くの設備をそのまま利用可能、アセットを有効活用出来

る。
 調整力、慣性力機能を具備しており、系統運用安定化に資することから、火力発電をベースにしつつ、化
石燃料を代替する形で脱炭素化を進めることが必須。

 ガス火力をリプレースして、専焼を実施。
• ガス火力は脱硝装置が小さく、NOxの処理量

に限界。
• また、初期から水素での混焼等を行う中で、港

湾施設等の周辺設備が水素向けに整備され、
他燃料導入には多大なコストを要する可能性
（水素キャリアとしてのアンモニアは選択肢）。

 石炭火力をリプレースして、ボイラもしくはタービンで専
焼を実施。

• 石炭火力は脱硝装置が大きく、NOxの処理に適し
ている。

• また、初期からアンモニアでの混焼等を行う中で、港
湾施設等の周辺設備がアンモニア向けに整備され、
他燃料導入には多大なコストを要する可能性（脱
水素して水素として利用可能な点には留意）。

 ガス火力発電への混焼、専焼  石炭火力発電への混焼、専焼

将
来
の
姿
（
リ
プ
レ
ー
ス
）

追記 資６(p.3)

⇒水素・アンモニアともに活用していくことが重要。



（参考）石炭火力の種類（アンモニア混焼・専焼の主な対象）
 発電事業者が保有する石炭火力※1は、2020年7月時点で150基（約4,800万kW）。
そのうち、大手電力※2が保有する石炭火力は70基（約3,900万kW）。
 今後、USC（超々臨界）を中心としてアンモニア混焼・専焼の導入が想定される。

※1:電気事業法に規定する発電事業者が保有する特定発電用電気工作物で石炭を主燃料とするもの。
※2:旧一般電気事業者に加え、電源開発、旧一般電気事業者や電源開発が共同出資する共同火力を含む。

※2020年7月時点の集計データ
※①大手電力：旧一般電気事業者、電源開発、旧一般電気事業者や電源開発が共同出資する共同火力
※②その他事業者：売電のみ行う大手電力以外の事業者、自社工場での使用など売電以外も行う大手電力以外の事業者（例：製造業（製鉄、化学、製紙、セメント））
※グラフ中の「その他」は、PFBC（加圧流動床複合発電方式）。

第1回 石炭火力検討WG
（2020年8月7日）資料5
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（参考）石炭火力の運転開始時期（アンモニア混焼・専焼の将来）
 2000年代以降、大手電力は基本的にUSC以上を建設しており、将来にわたってUSCが活用さ
れる可能性が高い。 → 現実的な脱炭素化がアンモニア混焼・専焼。

※2020年7月時点の集計データ
※①大手電力：旧一般電気事業者、電源開発、旧一般電気事業者や電源開発が共同出資する共同火力
※②その他事業者：売電のみ行う大手電力以外の事業者、自社工場での使用など売電以外も行う大手電力以外の事業者（例：製造業（製鉄、化学、製紙、セメント））
※グラフ中の「その他」は、PFBC（加圧流動床複合発電方式）。

設
備

容
量

建設年代

第1回 石炭火力検討WG
（2020年8月7日）資料5
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（参考）大手電力会社における石炭火力の設備容量の比較

※合計の欄に関しては、四捨五入の関係上ずれが生じることに留意。
※共同出資している共同火力等の出力を、出資比率に応じ案分。
※石炭火力発電の設備容量は2020年6月末時点のデータ。
※総設備容量は電力調査統計（2019年11月版、2020年2月25日公表）による。
※稼働率に関わらず総設備容量を計上（天候によって出力が変動する再エネや、点検中・休止中の発電所の設備容量も計上）。

北海道 東北 JERA
(東京・中部) 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 電源

開発 合計

USC等の
設備容量（万kW） 70 332 602 190 180 108 70 170 0 499 2,222 

SUB-C及びSCの
設備容量（万kW） 155 303 313 100 0 159 41 176 75 351 1,672 

石炭火力全体の
設備容量（万kW） 225 635 915 290 180 267 111 346 75 850 3,894 

USCが
石炭火力に占める割合

（％）
31.1% 52.4% 65.8% 65.5% 100% 40.5% 63.3% 49.1% 0.0% 58.7% 57.1%

総設備容量※（万kW） 838 1,902 9,464 824 3,179 1,153 543 1,693 216 1,637 21,449 

 JERAや電源開発、東北電力を中心に、USCの設備容量は2000万kW以上に上る。
 仮にここにアンモニア専焼が導入された場合には、5000万トン/年以上の需要が創出。

第1回 石炭火力検討WG
（2020年8月7日）資料5 一部修正
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（参考）世界の石炭火力におけるアンモニア混焼・専焼の将来

Europe

North America

Central and South America

Middle East
Asia Pacific

Coal
59%

Oil
1%

Natural 
gas
12%

Nuclear
5%

Hydro
14%

WInd
4%

Solar
3% Others

2%

12,327
（2018年）

（単位：TWh）Eurasia

（出所）IEA“World Energy Outlook2019”
Stated Policies Scenario

Africa

 世界のエネルギー需要増の７割はアジア太平洋地域で発生。同地域では、2040年でも石炭火
力が電源構成の4割を占める。石炭火力設備容量は1820GW（日本のUSC容量の約100
倍）。 （※WEO 2020のSDSでは968GW）
→ 仮にこの1割にアンモニア高混焼が導入された場合、2.5億トン／年の需要が創出。

17



18

燃料アンモニアの社会実装に向けた好循環の創出
 他エネルギー源に対する燃料アンモニアの競争力を強化し、燃料アンモニアの社会実装に向けた
好循環を作り出すべく、民間の取組を後押しする各種政策を一体的に講ずることが重要。

 2030年までに発電分野を中心とした大規模需要を創出することで、燃料アンモニアサプライ
チェーンの構築を促進し、自立的な普及を促す。

 更には、2050年時点でアンモニア発電が電力システムの中で主要な供給力、調整力の一つとし
ての役割を果たすことにもつながる。

アンモニアの
競争力向上

アンモニア需要
の量的拡大

アンモニア供給
インフラ整備

アンモニア供給
コストの低下

利用機器の
コスト低下

大規模なアンモニア発電
需要の創出

大規模アンモニア
サプライチェーン構築

連
携

火力発電等での
利用拡大

高効率な製造技術等
の確立
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社会実装モデル創出の意義
 アンモニアは、肥料用途を中心としたサプライチェーンが既に構築されているものの、取引量は限定

的であり、燃料用途に対応した追加での大規模サプライチェーンの構築が必要。

 燃料アンモニア活用を進める上では、需要と供給を両輪で拡大させていくことが重要であり、主とし
て海外で大規模にアンモニアを製造・国内外へ輸送し、大型火力発電所を中心に大規模に利
用するケースが想定される。

【アンモニアの社会実装モデルのコンセプトとモデル例】

電力会社等をハブにしつつ、
需要と供給を両輪で拡大

供給

需要

モデル例:大型火力発電所等での大規模活用

 大規模なアンモニアの製造、輸送を行い、大型火力
発電所を中心に発電等で大規模利用するという一
体的なモデルを想定

 具体的なモデルイメージとしては以下の通り。
 海外での大規模なCO2処理済アンモニア製造、大

規模・高効率のアンモニア輸送・貯蔵設備
 火力発電におけるアンモニアの高混焼及び専焼化

（アンモニア火力発電）
 ユーザーである電力会社がハブとなり、需要と供給の

一体的な拡大を目指す。

追記 資６(p.3)
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社会実装モデル例（大型火力発電所等での大規模活用）

大型火力発電所
（混焼・専焼）

貯蔵タンク等*アンモニア輸送船

再エネ由来

アンモニア燃料船

化石燃料由来

アンモニア生産
＜他のPJで実施＞

電力会社

供給側
の取組

需要側
の取組

追記 資６(p.3)
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アンモニア利用の拡大に向けた道筋

2030年

2050年

現状
 世界全体で消費量は年間２億トン、貿易

量は2000万トン
 いずれもグレーアンモニア
 サウジでブルーアンモニア製造実証開始

 燃料アンモニア市場の創出
 大規模かつ高効率なアンモニア製造

 更なるアンモニア供給の拡大、供給価格低減

 燃料用途での利用は無し。
 20％混焼の実機実証の開始。

 大規模化・高効率化の
ための技術開発

・外航船：10万トン超
・タンク：10万トン超

 国内需要は300万トン/年
 20％混焼の開始、混焼技術の
海外展開

 小規模輸送、貯蔵設備
・外航船：2.5万トン
・タンク：1.5万トン

アンモニア製造 アンモニア輸送・貯蔵 燃料アンモニア利用

 燃料アンモニアの着実な導入・拡大においては、発電・船舶等における利用面での技術開発、低
廉で安定的なサプライチェーン構築のための新製造・効率化技術の開発等が必要。

⇒ 本PJでは、特に革新的であり、長期的な研究開発が必要な赤字部分に重点化して取り組む。

 高混焼化の拡大、専焼化の開始2030～
40年代

 ブルーアンモニアの供給拡大（産油・ガス国
（ブルーアンモニア製造国）と連携）
⇒ コスト低減を経て、グリーンアンモニアの供

給拡大（再エネ生産国との連携）
 石炭火力リプレース後の専焼の拡大
 国内需要は3000万トン/年、CO2排出

削減量は6000万トン/年
※ 専焼の場合、10～20基程度

高混焼の場合、 20～40基程度の試算
 世界需要は5.6億トン/年、CO2排出削

減量は11.2億トン/年

 ハーバー・ボッシュ法に代わるアンモニア合成
技術の確立

 グリーンアンモニア製造に向けた電解合成
技術の開発

 混焼率向上・専焼に向けた技術
開発（NOx抑制・収熱技術等）

追加 資６(p.4)



各
国
の
動
き

 各製造ライセンサーは、大規模ア
ンモニア製造を検討。

 日本への輸出を念頭に、サウジア
ラビア、UAE、豪州等でブルーアン
モニア製造案件の検討が進展。

 グリーンアンモニアについてはYara
が検討を進めるが高価格。電解
合成技術は各国ラボレベルで検討
を進めるものの途上。

アンモニア輸送・貯蔵

 現状のアンモニア貯蔵施設の大半
は、中韓企業が製造。他方、現
段階では、発電等の大規模需要
がなく、大規模化の動きは無し。

アンモニア製造 アンモニア利用

 海外の石炭火力には中韓ボイラ
企業（Harbin, Dongfang
Boiler等）が参入。早晩、混焼・
専焼技術開発を開始する可能
性。

事
業
機
会

 高混焼・専焼技術の技術が確立
されれば、アジア等世界の火力発
電において燃料アンモニアの導入
が拡大。

（2040年アジア太平洋で1820GWの石炭
火力が稼働：現在約25％が日本製）

 プラント会社とライセンサーとの戦
略的関係構築が拡大する製造市
場獲得の鍵に。

 製造プロセスのCO2削減が求めら
れるようになることで合成技術の
ゲームチェンジが起きる可能性。

 グリーンアンモニアへのシフトを見
据えた低コスト化技術の必要性向
上。

 火力発電での利用が始まれば、
大規模アンモニア利用が生じる。

 利用地への大規模輸送・貯蔵が
コスト競争力の観点から不可欠。

（石炭火力１基で20％混焼をした場合、
年間50万トンのアンモニア需要）

燃料アンモニア・バリューチェーンにおける事業機会と成長戦略
 燃料アンモニアのバリューチェーンにおいて以下のような事業機会が生まれる中で、我が国として、
①既存の原料用アンモニアメーカー・トレーダー（Yara等）よりも早期に低コスト・低炭素なアンモニア
製造技術を確立して生産・輸送体制を構築するとともに、

②アンモニア混焼・専焼技術を早期に確立し、国内だけでなく世界の火力発電に展開することが有効。
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現
状
の
取
組

課
題

 サウジでのブルーアンモニア製造
（天然ガス由来）の取組

 追加的なアンモニア製造による十
分な供給量の確保

 合理的なコストでのCO2排出の抑
制

アンモニア輸送・貯蔵

 既に肥料用途を中心とした海外サ
プライチェーンは構築済

 足下のアンモニア調達は大半が国
内製造で、海上輸送サプライ
チェーンは限定的であり、拡大の必
要

 IMO規制等の観点から、輸送時
の脱炭素化に向けた対応も必要

アンモニア製造

 燃料アンモニアの着実な導入・拡大においては、発電・船舶等における利用面での技術開発、低廉
で安定的なサプライチェーン構築のための新製造・効率化技術の開発等が必要。

⇒ 本PJでは、特に革新的であり、長期的な研究開発が必要な赤字部分に重点化して取り組む。

アンモニア利用

 発電事業者においてアンモニア利
用の発表（JERA等）

 20％混焼のみならず、混焼率向
上・専焼技術の確立

 発電以外で船舶や工業炉での利
用の拡大。

解
決
策

 20％混焼の実機での実証
 混焼率向上・専焼に向けた技術
開発（NOx抑制・収熱技術
等）

 アンモニア燃料船の導入に向けた
技術開発（同左）

 工業炉等での利用に向けた技術
開発

 アンモニア製造設備の大規模化、
高効率化

 ブルーアンモニア製造における大規
模かつ高効率なCO2分離回収

 ハーバー・ボッシュ法に代わるアン
モニア合成技術の確立

 グリーンアンモニア製造に向けたア
ンモニア電解合成技術の開発

 輸送・貯蔵における大規模化・高
効率化のための技術開発

 輸送用のアンモニア燃料船の導入
に向けた技術開発（主機エンジ
ン・燃料電池等）

燃料アンモニアの社会実装に向けた課題と解決策
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本プロジェクトの研究開発目標と研究開発内容
 本プロジェクトでは、燃料アンモニアの供給コストの低減と需要の創出・拡大の鍵となる技術開発に一体的に

取り組み、燃料アンモニアの大規模サプライチェーンの構築を目指す。
 火力発電における低濃度での混焼技術は既存事業において実機実証に着手しているため、高混焼技術の開

発・実証については、補助事業にて実施。その他の技術は、社会実装まで10年以上を要する革新的なもの
であるため、委託事業にて技術開発を実施し、実証段階で補助へ移行。

研究開発目標と研究開発項目
 目標①：アンモニアの供給コストの低減に必要な技術の確立（2030年10 円台後半/Nm3の実現に必要な技術）

 目標①-1：同一の熱改質を用いた際に、原料ガス（水素＋窒素）からアンモニアを合成
するプロセス全体の設備費用を増やすことなくアンモニア製造の運転コスト※を
15%以上低減する合成技術の確立

⇒ アンモニア製造新触媒の開発・実証（委託→補助）
 目標①-2：１年間の連続運転※により最大製造可能量の９割以上の製造を可能とする

グリーンアンモニア電解合成技術の確立
⇒ グリーンアンモニア電解合成技術の開発・実証（委託→補助）

 目標②：アンモニアの発電利用における高混焼化・専焼化
 目標②-1：石炭火力発電の実機における50%以上のアンモニア混焼技術の確立

⇒ 石炭ボイラにおけるアンモニア高混焼技術（専焼含む）の開発・実証（補助※ ）
※専焼技術の開発を行う場合には、一部委託で実施

 目標②-2：ガスタービンの実機におけるアンモニア専焼技術の確立
⇒ ガスタービンにおけるアンモニア専焼技術の開発・実証（委託→補助） 25

※人件費除く

※商用段階の一般的な運転方法を想定

TRL: 4

TRL: 3

TRL: 4

TRL: 4

追記 資６(p.10)



研究開発目標と技術開発内容のリンケージ

目標①-2
１年間の連続運転※により最大製造
可能量の９割以上の製造を可能とする
グリーンアンモニア電解合成技術の確立

アンモニア製造新触媒の開発・実証（委託→
補助）

グリーンアンモニア電解合成技術の開発・実証
（委託→補助）

目標②-1
石炭火力発電の実機における

50%以上のアンモニア混焼技術の確立

石炭ボイラにおけるアンモニア高混焼技術（専
焼含む）の開発・実証（補助※）

206億円

337億円

予算上限

26億円

目標①-1
同一の熱改質を用いた際に、原料ガス（水素＋窒素）
からアンモニアを合成するプロセス全体の設備費用を
増やすことなくアンモニア製造の運転コスト※を

15%以上低減する合成技術の確立

ガスタービンにおけるアンモニア専焼技術の開
発・実証（委託→補助）

目標②-2
ガスタービンの実機における
アンモニア専焼技術の確立

119億円

＜目標①：アンモニアの供給コストの低減に必要な技術の確立＞

＜目標②：アンモニアの発電利用における高混焼化・専焼化＞

追加 資６(p.24)

※専焼技術開発を行う場合は、委託→補助

※人件費除く

※商用段階の一般的な運転方法を想定
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経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

燃料アンモニアサプライチェーンの構築

予算
[2021ー

2030年]

③石炭火力を利用した
アンモニア高混焼化・専
焼化に向けた技術開発

石炭ボイラ全体で50%以上
の混焼行う技術の確立
[ 測 定 指 標 ]NOx 発 生 量 等
[2030年見込]技術確立

①アンモニア製造コスト
を低減するための合成
技術開発

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （短期ｱｳﾄｶﾑ） （中長期アウトカム）
製造時のOPEX(人件費除
く）を15％低減
[測定指標]製造時のOPEX
[2030年見込]現状の15%減

2030年CO2削減効
果
[測定指標]
CO2削減量試算値
[2030年見込]
約 615 万 ト ン / 年 （ 国
内）

2030年経済波及効
果
[測定指標]
世界市場規模推計値
[2030年見込]
約0.75兆円
・発電：0.15兆円
・サプライチェーン：0.6兆
円

2050年CO2削減効
果
[測定指標]
CO2削減量試算値
[2050年見込]
約11.5億トン/年（世
界）

2050年経済波及
効果
[測定指標]
世界市場規模推計値
[2050年見込]
約7.3兆円/年
・発電：1.7兆円
・サプライチェーン：5.6兆
円

アウトカム（世界市場規模推計）試算の考え方
 各研究開発要素の積み上げにより試算。燃料アンモニア利用量は、2030年断面で国内300万トン、2050年断面では世界全体で5.6億トンを見込む。
 混焼に向けた設備改造に石炭火力1基あたり約250億円程度、海外でのアンモニア製造・輸出基地の建設で１基あたり約2000億円程度を要すると仮定（2030年）
 全ての燃料アンモニアが専焼での利用となっていて専焼に向けた設備改造に1基あたり約1500億円程度（混焼の5倍）要すると仮定（2050年）

⑤国内での制度設計（非化石
価値の顕在化、流通時の規制
対応等）
⑥国際的な基準整備（燃料仕
様、燃焼技術の国際標準化）、
万博・ベンチャーの利活用、国際
場裏での協力の打ち込み 等

技術の実装にあわせて
制度整備

2050年
カーボン
ニュート
ラル達成

経 済 効
果 190
兆円

（ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
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④ガスタービンにおけるア
ンモニア専焼技術開発

➁グリーンアンモニア電
解合成技術開発

最大効率の９割以上を維持し
たグリーンアンモニア製造技術
の確立
[測定指標] 製造効率
[2030年見込]最大効率の９
割以上

ガスタービンを用いた専焼技
術確立
[測定指標 ]NOx発生量等
[2030年見込]技術確立
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研究開発項目①-1：アンモニア製造新触媒の開発・実証
 これまでアンモニア製造は高温高圧（400～500℃の温度と、10～30MPa）下で鉄系の

触媒を用いて合成を行うハーバーボッシュ法（以下、「HB法」という。）が利用されてきた。
 HB法では、高温高圧下での合成が前提となることに加え、機構も複数存在する（下図参

照）ことから小型化が難しく、かつ多量のCO2を排出するという特徴が存在。これによりアンモニ
ア製造の効率が低いものになっていたというのが現状。

 そこで、十分な耐久性・安定性を前提として、低温・低圧で合成が可能な触媒の開発（※）

を適切なステージゲートの下で実施。既存のHB法に劣らない効率での製造を実現すること
で海外ライセンサーに依存しない生産体制を構築するとともに、開発した触媒の価格低減
に取り組むことで製造コスト低減、製造時のCO2排出量の低減を目指す。
※ステージゲートでは、温度及び圧力を下げつつ、30％程度のワンパス転化率を確保することを求める。

N2H2

アンモニア
合成反応器

冷却器

アンモニア
凝縮器

＜HB法＞
触媒を活用した400～500℃、10～30MPaでの反応
⇒反応温度、反応圧力を下げることで、OPEXの低減を目指す。

気体 NH3

気体 NH3

液体
アンモニア 未反応の気体

製造方法
ハーバーボッシュ法 新規触媒の例

鉄系触媒 Ru系触媒/Ni系触媒 Ru系触媒
原料 水素・窒素 水素・窒素 水素・窒素
反応温度 400~500℃ 300~400℃ 350℃
反応圧力 10～30MPaG 3~5MPaG 1MPaG
設備規模 数十万～数百万t/年 3千～10万t/年 実証中（7t/年）
開発状況 - 小規模パイロットプラント存在

追記 資６(p.14)



 地域による製造コストの差異はあるものの、現時点ではグリーンアンモニアに比べ、ブルーアンモ
ニアの価格競争力が高い傾向。

 そのため、まずはブルーアンモニア製造の効率化を通じて、燃料アンモニアの市場を構築し、並行
して、将来的に価格競争力を持ちうるグリーンアンモニアについての製造技術の開発も行う。

天然ガス 石炭 天然ガス
＋CCUS

石炭
＋CCUS

天然ガス
＋CCUS

石炭
＋CCUS

再エネ
水電解

バイオマス

金額幅
(製造地に依存)

CCUSコスト

原料コスト

燃料コスト

CO2排出係数

燃料コスト

CO2対策なし CO2排出なし

（出典）IEA, The Future of Hydrogen

（参考）アンモニア製造由来別のコスト動向
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製造プロセスCCUSあり 製造プロセス＋動力源
CCUSあり

＜アンモニア製造コスト（2018年）＞
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研究開発項目①-2：グリーンアンモニア電解合成技術の開発・実証
 従来型のグリーンアンモニア製造方法では、水の電気分解、水素貯蔵、水素と窒素の反応と

いう3プロセスの装置が必要になり、コスト高となる。そのため、水と窒素から１ステップで低コス
ト・低CO2排出でアンモニアを製造できる、グリーンアンモニア電解合成技術が必要。

 触媒開発等により、ラボレベルで検証された技術の耐久性・安定性を向上させ、連続運転に
よるグリーンアンモニア合成量の増加を実現し、製造効率向上を図る。

 1ステップでのアンモニア合成技術により水素タンク等が省略できれば、プロセス全体で25%
程度のコスト低減を達成しうる試算。

再エネ 水電解 水素貯蔵
アンモニア
触媒合成

再エネ アンモニア
電解合成

グリーン
アンモニア

グリーン
アンモニア

電力

電力

水素
空気分離 窒素

空気分離
1ステップでのアンモニア製造

従来法：水電解＋HB法触媒合成

革新技術：アンモニア電解合成

＜セルの構造（例）＞

H
+

H2O N2

-+

電解質

O2

触媒

●固体電解質の開発
• 単位電力あたりの水素イオン(H＋)発生量を向上させるため、電解質を開発。

●電極触媒の開発
• 触媒反応の際に副産物として生じる水素を抑制できる電極触媒の開発を行う。

これにより、アンモニア変換効率の向上・コストダウンを図る。

窒素

追記 資６(p.15)

NH3
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グリーンアンモニア電解合成技術の研究開発状況及び展望
 新電解合成技術については、現状TRL3の水準にあり、既に触媒や電解質の開発がラボレベルで

進められているが、それぞれのプロセスの反応速度が低く、触媒の性能向上等の更なる研究開
発が必要。

 現状、過去のNEDO事業において18kg/年のアンモニア生成の実績あり。
 今後、2024年度をめどに小規模プラントでの実証への移行段階でステージゲート（※）を設け、
アンモニアの反応効率等を踏まえつつ絞り込み。

※ステージゲートでは、2024年度時点で50%以上のファラデー効率（全電流に対する生成物に寄与した部分電流の
割合）を追求（現状10%程度、2030年度には95%以上を見込む）。

既存のNEDO事業の成果

• 2014～2015年度のNEDO事業にお
いて、日量50gのアンモニア生成を確認
→年量換算では18kg相当。

• 理論上NH3収率は最も高いものの、適
切な装置構成や適用素材等、研究開
発課題多数。

技術開発に関する今後の見通し

小規模実証基礎技術開発

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

• 本基金プロジェクトでは技術開発の方法として3方式を想定（次頁参照）。
• 2024年度でステージゲートを設け、それまでの基礎技術開発段階で高効率
な製造（ファラデー効率に基づく）が確認されたものに限り、2025年以降の
実証段階に進むことを認める。

• これまでの調査結果では、2030年時点で年量3t程度が見込まれる。

追加 資６(p.15)



（参考）グリーンアンモニア電解合成技術の例
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製造
方法

ハーバー・
ボッシュ法 グリーンアンモニア電解合成の例

鉄系触媒 溶融塩電解 モリブデン触媒 プロトン伝導体

原料 水素・窒素 水・窒素 水・窒素 水・窒素
反応
温度

400~500℃ 350~400℃ 常温 200~250℃

反応
圧力

10～30MPaG 常圧 常圧 加圧

設備
規模

数十万～数百万t/年 今後の研究開発状況
による

今後の研究開発状況
による

今後の研究開発状況
による

初期
投資

500～1000億円 今後の研究開発状況
による

今後の研究開発状況
による

今後の研究開発状況
による

開発
状況

- ラボ装置 ラボ装置 ラボ装置

（参考）米国の開発状況
USDOE ARPA-e project REFUEL Program
 2016年に16プロジェクトでスタートし、うち4件がアンモニア合成
 現在まで目立った成果はナシ。

水電解技術で日本が他国をリード
している現状、企業の競争力の観
点からは十分に勝負の余地あり。

修正



燃料供給装置

石炭

ホッパー

ボイラ

脱硝装置

電気集塵機

脱硫装置

温度調節器

フィルター

冷却器 排煙装置

温度調節器

粉砕装置

NH3

アンモニアの発電利用のこれまでの取組
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混焼バーナー（イメージ）

 内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP)（2014～2018年度）にて、NOx発生を抑
制した混焼バーナーの基礎技術を世界に先駆けて確立。

 NEDO事業において、石炭火力発電のバーナーにアンモニアを20％混焼して、安定燃焼とNOx
排出量の抑制に成功（１万kW）し、今年度から、石炭火力発電所の実機（100万kＷ）に
おいてアンモニア20％混焼の実証（４年間、2024年度まで）を実施予定。

（石炭火力発電所におけるアンモニア利用）



研究開発項目②：アンモニアの発電利用における高混焼化・専焼化
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 火力発電における燃料アンモニアの発電利用においては、燃焼安定性やNOx発生の抑制等の
技術課題が存在するが、混焼率を高めることで、燃焼方法の更なる工夫・改善が必要。

 石炭火力ボイラ（対向式・旋回式の２種類のバーナー方式）とガスタービンでは、課題克服に
異なる技術が求められるため、それぞれに対応した混焼・専焼技術の開発・実機実証を行う。

 アジア等における石炭火力発電のアンモニア高混焼化・リプレースによるガスタービン専焼化の
移行を可能とする技術を、従来の見通しよりも大幅に前倒して2030年までに確立する。

①アンモニアの着火
・燃焼の安定性

②NOx対応： ③未燃アンモニア対応

アンモニアの燃焼速度が低いこと
から、着火が困難。

また、燃焼速度や火炎温度が低
く、必要な熱量の確保が困難。

燃焼の安定化に向けた
収熱技術開発。

排ガス中に残留する
未燃アンモニアが発生。

燃料の燃え切りを向上
させるためのバーナー技術開発。

窒素分が増加し、NOxがより多く
生成される。

そのため、NOx対応がない場
合、脱硝装置への負荷が増大
し、かえってコスト高となる懸念。

NOxの低減につながる
燃焼方法の技術開発。

【アンモニア燃焼時の主な課題】 追記 資６(p.16)



（参考）アンモニア混焼率に応じた技術課題の比較

20％混焼 高混焼 専焼

バーナー
設計

本年度よりNEDO当初予
算にて実機実証。
微粉炭バーナーに、アンモニ
ア投入ポートを追加する形。

20％混焼バーナーの石炭ノズルに多
量のアンモニアを注入。
そのため、バーナーの形状変更及び新
たな素材の技術開発が必要。

ベースが（石炭の投入をしな
い）ガスバーナーになるため、異
なる形状のバーナーの開発が一
から必要。

NOx
対応

石炭火力並みまで低減する
バーナーを開発。
今後、実機実証に着手。

窒素分が増加することから、アンモニア
の吹き込み位置、流速等の調整が必
要。
併せて、窒素濃度向上に伴う窒化、腐
食に対応した素材の開発が必要。

窒素が増加するため、アンモニアの
吹き込み位置や流速の調整に加
え、ガスの導入方向の調整や、ノ
ズルの本数等の調整が必要。

着火、
燃焼の
安定性

対応済み。
今後、実機実証に着手。

石炭の流量が少なくなることから、火炎
安定化に向けた燃焼方法の調整が必
要

石炭の量がなくなるため、着火や
火炎の安定化が困難

活用
ケース

早期にアンモニア混焼を進め
たいケース。

ボイラの切り替えが不要な範囲で、ボ
イラ全体での高混焼化を達成したい
ケース。
特に、アジアにおいては既存のアセット
を活用する観点から高混焼が現実的。

ボイラの切り替えも行った上で、
ボイラ全体での専焼化を達成し
たいケース。
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追記 資６(p.16)



（参考）石炭ボイラ・ガスタービンの比較

石炭ボイラ ガスタービン
想定される
形態

既存の石炭火力発電所を利用しつつ、バーナー
やボイラ（高混焼時）を改造。

新たにガスタービンを用いたアンモニア火力発電所
を建設。

専焼・混焼
の考え方

20％混焼については、早期の実用化を目指す。
本事業で高混焼・専焼バーナーの製造を行い、
ボイラ全体での高混焼化を目指す。

ガス専焼を目指す。
本事業では、専焼バーナーの製造を行い、規模
の拡大を進める。

初期投資 中
（既存設備の利用が活用できる可能性大）

高
（新たなプラントの建設が前提）

熱効率 中
（石炭火力のモデルプラントの場合、43.5％）

高
（LNG火力のモデルプラントの場合、55％程
度）

現状の
開発状況

本年度、NEDOの委託事業で、ボイラ全体での
実機での20％混焼実証を開始。2024年度ま
で実施予定。

2019年度～2020年度に、NEDOの委託事業
で、2000kW級のガスタービンで70％のアンモニ
ア混焼を実施済。

（参照）
JERA プレスリリース

（参照）
IHI プレスリリース
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修正



（参考）石炭火力発電における燃焼方法の比較
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対向式バーナー
（代表的なメーカーによるもので国内38基）

旋回式バーナー
（代表的なメーカーによるもので国内35基）

 石炭ミルで粉砕した石炭（微粉炭）
を、火炉の前後に向かい合わせに配
置したバーナーで燃焼する方式。

 ボイラの四隅にバーナーを設置して
燃焼させ、火炎を回転させる方式。

各方法は火力発電の構造によって決まり、代替不可。
アンモニアの活用を広く進める観点では、全方法でのバーナーの製造が必要。



（参考）液体アンモニア燃焼器開発のコンセプト
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追加 資６(p.17)

 ガスタービンにおける液体アンモニア噴霧は、気化設備が不要となることからコスト低減につながる
一方、火炎温度が顕著に低下することから火炎の安定化に課題。そのため、①火炎の安定化と
②出力向上との2段階での技術開発・実証を行うことで、ガスタービン専焼（※）を実現。

※2000kW級以上のガスタービンにおいては上記の技術的課題は同一。

以下のような課題あり。
①火炎安定化のための循環量形成に必要と

なる噴射弁構造の明確化・設計(○部分)
②火炎温度の低下を踏まえた火炎安定化の

ための燃焼器の設計（出力向上のための、
燃焼器内の保炎領域の確保） 等

ガスアンモニア（現状） 液体アンモニア（将来的な開発の絵姿）
試験 数値解析

液体アンモニア燃焼技術の困難性

試験 数値解析

燃空比が適切でない（燃料が多い）と、
ガスアンモニアと違って循環流が形成さ
れず、火炎が不安定化。



発電分野における社会実装に向けた制度整備

 水素・アンモニアの導入・拡大に当たっては、既存燃料等との価格差縮小等が重要であるが、現
在はエネルギー供給構造高度化法等において、非化石エネルギー源として定義されていない。

 そのため、今後の制度整備を通じて、法制上、水素等の非化石価値が適切に評価がされるよう
対応していく予定。

【グリーン成長戦略（2020.12.25）における記載ぶり（抜粋）】
水素発電タービンについては・・・（中略）・・・。また、再エネや原子力と並んで、カーボンフリー電源として水素を評価
し、水素を活用すればインセンティブを受け取れる電力市場を整備する。これにより、発電分野における大規模需要
の創出を通じた国内水素市場の本格的な立ち上がりを下支えする。

【制度整備の例：非化石価値取引市場】
• 概要：小売電気事業者による高度化法の目標達成を促すため、非化石電源（再エネ等）に由来する電気の

非化石価値を証書化し取引するための市場。非化石価値は1.3円/kWhで市場取引(2020年第一四半期)。
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発電分野における社会実装に向けた制度整備
 アンモニア混焼については、専焼・混焼による化石燃料の使用合理化のポテンシャルを持った技術となり得るこ

とから、コスト低下に向けて需要を増やしていくことが重要であり、今後の技術導入のインセンティブを付与する
観点から、あらかじめ省エネ法上で位置づけ、事業者が取り得る選択肢とすることが考えられる。

 したがってアンモニア混焼については、バイオマス・副生物混焼と同様の算定式で評価する。なお、当面は、技
術開発・普及の観点からアンモニアや水素がカーボンフリー（非化石エネルギー由来又は化石燃料由来）かど
うかについては問わないが、将来的な扱いについては、今後実態を踏まえながら検討する。

41総合資源エネルギー調査会 石炭火力検討ワーキンググループ 中間取りまとめ 概要資料を基に作成

追加 資６(p.18)



燃料アンモニア利用にかかる国際標準の策定

①燃料アンモニアの仕様
高純度のアンモニアは金属の腐食を起こすことから、
一定量の水分（0.2%以上）を意図的に混入する
必要がある。そこで、規定すべき不純物、水分濃度、
アンモニアの純度、およびこれら担保するための運用
方法等について基準を検討する。

 アンモニア混焼・専焼の技術性能の安定化
 輸送・貯蔵設備の国際競争力向上、国際展開
 不正燃料の販売防止

③実施主体、今後の進め方

 我が国のみならず世界全体での燃料アンモニアの活用を進めていく上では、国際的な標準・基準
の策定を我が国が主導して進めていくことは極めて重要。

 そこで、クリーン燃料アンモニア協会（CFAA）（旧名：グリーンアンモニアコンソーシアム）の内部
に標準・基準の専門WGを立ち上げ、基準内容の精査を進める。その上で、主要国業界団体
（※）とも連携しつつ、国際標準機構（ISO）での国際標準化とその世界での普及を進めてい
く。 （※）Ammonia Energy Association (米国)、The Australian Hydrogen Council(AHC)（豪州）等

アンモニアは燃焼時に発生しうる窒素酸化物（NO、
NO2、N2O）について、燃焼設備における各濃度の
排出基準、およびその評価方法についての基準を検
討する。

 適切なアンモニア混焼・専焼技術の普遍化
 アンモニア混焼・専焼設備および評価システムの
国際競争力向上、国際展開

②燃焼時の窒素酸化物排出基準

１）WG立ち上げ（2021年）
CFAAの内部にWGを立ち上げ、
関連企業が参加。

２）必要な基準の精査（2021年）
既存の規制や国際的な動きについて整

理。どのような基準を整備すべきか検討。

３）基準策定（2022年～）
ISO化に向けた働きかけ
基準の普及
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燃料アンモニア利用に当たっての安全性確保

（出典）一般社団法人 クリーン燃料アンモニア協会（CFAA）からの聞き取りをもとに作成。

 現在国内で流通しているアンモニアは、化学品原料・肥料用途や脱硝用途で利用されており、高圧
ガス保安法、電気事業法等を通じた安全確保がされている。

 今後、発電用途等への用途拡大、流通量の増大が見込まれるところ、業界団体にてリスク評価及
び技術面、制度面および運用面での対応方針を検討。その上で、規制当局と協議を進めていく。

（例）
○高圧ガス保安法：高圧状態での貯蔵・消費設備やトラック輸送等について規定。

（発電用途のものは電気事業法が適用され、高圧ガス保安法は適用されない）
○電気事業法：発電事業者の脱硝用アンモニア設備について規定。

現状のアンモニア利用時の安全性確保

○燃料としてアンモニアを利用するリスク：燃料利用での必要に伴う気化・燃焼段階等での漏洩リスクが発生。
○サプライチェーン大型化に伴うリスク ：大規模化に伴い、漏洩等が生じた際に被害が深刻化するリスクが発生。

燃料利用に伴い想定されるリスク

クリーン燃料アンモニア協会（CFAA）（旧名：グリーンアンモニアコンソーシアム）の内部に
安全性に関する専門WGを立ち上げ、こうしたリスクについて適切に評価し、技術面、制度面
および運用面での対応方針を検討中。引き続き、規制当局と協議を進めていく。

追加 資６(p.18)
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 今年１月に経済産業省とUAE・ADNOC（アブダビ国営石油会社）との間で、燃料アンモニア
及びカーボンリサイクル分野における協力覚書を締結。

 ７月には同覚書に基づき、経産大臣立ち会いの下、INPEX、JERA、JOGMEC、ADNOCの
４者が、アブダビにおけるブルーアンモニア生産事業のFS開始に向け、JSA（共同調査契
約）を締結。

○MOCは、以下における協力を確認するもの。
MOCに基づく協力実施のため、「燃料アンモニア・
カーボンリサイクル・ワーキンググループ」を設置。

 情報及び研究成果の共有
 情報交換・議論のための各種会合開催
 関連国際フォーラムにおける協力
 日UAE間の協力可能性の探究
 燃料アンモニア、カーボンリサイクル及び関連

の低排出技術・産業・バリューチェーンへの
更なる投資に向けたFS又はパイロットプロ
ジェクトを活用した、ビジネス可能性の調査

 双方が決定するその他の協力

UAE・ADNOCとの覚書 アブダビにおけるブルーアンモニア製造事業

○7月、梶山経産大臣とジャーベルADNOC CEO兼産
業・先端技術大臣とのTV会談において、日本企業及び
政府機関とADNOC間の燃料アンモニアに関する共同調
査契約（JSA）の署名式を実施。

 アブダビにおいて、天然ガスからCO2排出量を抑制
した低炭素アンモニアを製造し、日本に輸送する事
業のFSの開始に向け、INPEX、JERA、JOGMEC
及びADNOCの4者間でJSAを締結。
※製造時に発生するCO2はEOR（原油増進回収法）

に利用
 同契約において、FS実施にあたってのスケジュール、

費用分担、管理体制等につき当事者間で確認。

燃料アンモニア製造・調達に向けた国際連携の取組例① 追記 資６(p.18)
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 今年３月、JOGMEC、三菱商事、バンドン工科大学、パンチャ・アマラ・ウタマ（PAU)社の４者が、
インドネシアでの燃料アンモニアの生産に向けたCCSの共同調査の実施に合意し、覚書を締結。

 また、今年７月、ノルウェーのYara社（肥料メーカー大手）が豪州におけるグリーンアンモニア製造の
取組を表明。製造されたアンモニアについては、日本への輸送も視野。

インドネシアとの覚書
○現在インドネシア中央スラウェシ州におけるPAU社所有の

アンモニア生産拠点で、年間約70万トンのアンモニアを製
造。約140万トンの二酸化炭素を排出。

○今回の調査では、以下を中心に、アンモニア生産時の二
酸化炭素の地下貯留地の調査を行う。

 貯留候補地のデータ収集、絞り込み
 CO2貯留のモデル分析
 インドネシアの法制度の検討
 社会受容性の検証

燃料アンモニア製造・調達に向けた国際連携の取組例②

（出典：JOGMEC HPより）

Yaraのグリーンアンモニア製造

○Yara社は、2023年度より、豪州において再生可
能エネルギーを用いたアンモニア製造を行うと表明
（3700トン／年程度）。製造されたグリーンアンモ
ニアについては日本の火力発電への供給も視野。
ただし、価格に関する見通しは不明（※一般的に
は、28ページのとおり、グリーンアンモニアはブルーより
も価格競争力が下がる）。

○また、Yaraは欧州においてグリーンアンモニアを船舶
用燃料とすることを検討。将来的な燃料アンモニア
のサプライヤーとして、日本と競合の可能性もあり。

追記 資６(p.18)

○途上国における石炭火力へのアンモニア混焼の可
能性調査については、当初予算により支援中。

海外の利用側の取組



（参考）包括的な資源外交

最も重要な資源外交のミッション
⇒石油・天然ガスの安定供給確保

新たに加わるミッション①
⇒液化～ガス火力までの

LNGインフラビジネスの機会獲得

新たに加わるミッション②
⇒水素やアンモニア、CCS適地の

将来的な導入・確保に向けた供給体制構築

上流

液化

受入

ガス火力

＋ 水素 アンモニア

CCS適地

水素・アンモニア・CCS適地

＜資源外交のミッション拡大＞
石油・天然ガス

46

 石油・天然ガスといった従来資源に加え、水素、燃料アンモニア、CCS適地といった「新資源」の権益獲得も
狙って、下記政策を実施すべきである。
• 米国や中東、ロシア、豪州、東南アジア等の資源国及び需要国において、新資源に関する協力案件を組

成し、関係を強化する。【従来資源から新資源への対象拡大】
• アジアにおけるLNGインフラ案件へのファイナンス支援を通じたLNGの安定供給確保やアジアの現実的

なエネルギートランジション支援等、同志国間の枠組みを通じた協力案件の組成や国際的なルールメイキ
ングを推進する。【二国間枠組みから多国間の枠組みへの拡大】

＜多国間の枠組みを通じた資源外交のイメージ＞

（出典：総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会
石油・天然ガス小委員会（第15回）より）



CNに向けたトランジションを積極的に進めることにより、海
外のESG投資や資金を呼び込み、新たな産業や雇用の
創出につなげていく「グリーン成長」

CNに向けて、各国の経済発展や今後のエネルギー需要
の見通し、地理的状況（再エネポテンシャル等）など、そ
れぞれの状況に応じ、再エネ・省エネ、化石燃料の脱炭
素化等、多様な選択肢を活用した「トランジション」

①CNに向けて、各国の事情を反映したトランジションの
ロードマップ／シナリオの策定
②アジア版のトランジション・ファイナンスの普及
③個別プロジェクトに対する実証事業やファイナンス等の
実施
④制度整備、人材育成 等

日本のイニシアティブで以下の支援を実施

＜基本的な考え方＞

（参考）アジアの現実的なエネルギートランジション支援
 世界のカーボンニュートラル（CN）実現に向けて、途上国、特にASEAN等の新興国の持続的な経済成長を

実現しつつ、CNに向けた現実的なトランジションの取組を加速化させていくことが不可欠。こうした観点から、
下記政策を実施すべきである。
• 各国の経済成長に向けたニーズや、経済的・地理的多様性、エネルギー政策等を踏まえた多様な「トラン
ジション」の道筋（ロードマップ）の策定を支援するとともに、その実現に向けた各種の支援を通じ、こうした
国々の巻き込みを図る。

47
（出典：総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会

石油・天然ガス小委員会（第15回）より）
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（参考）アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）
 5月24日、「日ASEANビジネスウィーク」において、梶山大臣から、日本による現実的なトランジショ

ン実現に向けた具体的な支援策として、「アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ
（AETI）」を発表。

 6月21日、日ASEANエネルギー大臣特別会合で、梶山大臣からASEAN各国に提案。

アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ
（AETI）

１．エネルギートランジションのロードマップ策定支援

２．アジア版トランジションファイナンスの考え方の提示・普及

３．再エネ・省エネ、LNG、CCUS等のプロジェクトへの100億ドル
ファイナンス支援

４．グリーンイノベーション基金の成果を活用した技術開発・実証支援
 （分野例）洋上風力発電、燃料アンモニア、水素等

５．脱炭素技術に関する人材育成・知見共有・ルール策定
 アジア諸国の1,000人を対象とした脱炭素技術に関する人材

育成
 エネルギートランジションに関するワークショップやセミナーの開催
 「アジアCCUSネットワーク」による知見共有や事業環境整備

日ASEANビジネスウィークでの梶山大臣からの発表の様子

追加 資６(p.7)



燃料アンモニアの市場形成にあたっては、金融機関等による役割も重要となる。そこで、JOGMEC においては、石油
ガス開発で培った地下技術や施設技術のノウハウを活用した支援策の強化を進めていく。具体的には、アンモニア
事業実施に当たっての技術的支援や、CO2削減措置を実施する際の事前調査（CCS 実施の際の貯留層評価
など含む）を始め、支援策の強化を幅広く検討する。
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（参考）公的機関における海外資源開発に際してのファイナンス供与

（出典）JBIC

 これまでもJBICやNEXI、JOGMECといった公的金融機関が、民間投資を促す観点から、海外
資源開発のリスクを一部負担する形で出資や融資を実施。

 水素やアンモニアといったCN時代の海外資源開発を行うに際しても、こうした公的機関が具体的
にどのような役割を担うことが出来るのか、という点についての検討を行うことが重要。

燃料アンモニア導入官民協議会中間とりまとめ（2021年2月 一部抜粋）

【JBICによるグリーン水素・アンモニア製造事業に対するファイナンス（イメージ）】



目次

1.背景・目的

2.目標

3.研究開発項目と社会実装に向けた支援

4.スケジュール
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実施スケジュール（一例）
 具体的なスケジュールは提案者の創意工夫に委ねることを原則とするが、想定される一例は以下

のとおり。また、ステージゲート（以下★マーク）を設定し、事業進捗を見て、継続可否を判断。
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追記 資６(p.19-21)

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

小規模実証基礎技術開発

【研究開発項目2】アンモニアの発電利用における高混焼化・専焼化　※将来的な石炭火力を巡る国際動向を勘案し、柔軟に検討

アンモニア製造新触
媒の開発

実機実証

グリーンアンモニア電
解合成技術の開発

技術開発

石炭ボイラにおけるア
ンモニア高混焼・専焼
技術の開発

ガスタービンにおける
アンモニア専焼技術
の開発

技術開発 実機実証

触媒技術開発 ベンチ試験 パイロット試験

【研究開発項目1】アンモニア供給コストの低減に必要な技術の確立
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